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被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金交付要綱 06　　　時代に応え未来を拓く人材育成

020105　私学教育の振興

予算額

決定額 48,15148,151

前年額 51,46151,461
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51,46151,461

△3,310△3,310
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私立学校被災児童生徒授業料等減免事業補助

１　事業の概要

　東日本大震災により就学等が困難となった児童生徒の

授業料等を減免した私立学校に対し、補助を実施する。

(１)私立幼稚園被災幼児保育料等減免事業補助　26,771

(２)私立学校被災児童生徒授業等減免事業補助　 9,750

(３)私立専修・各種学校被災幼児児童生徒授業　11,630

２　事業主体及び負担区分

幼稚園、小･中･高等学校、特別支援学校分

　　　　　　　　　(国10/10、県0) 学校法人0

専修・各種学校分　(国2/3、県0) 学校法人1/3

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

9,500千円×0.4人=3,800千円

５　事業説明
（１）事業内容
　ア　私立幼稚園被災幼児保育料等減免事業補助（補助対象見込　109人）
　　　　県内の私立幼稚園に通園する被災園児の保護者の経済的負担を軽減するため、幼稚園が行う保育料軽減事業に対
　　　して経費を補助する。
　　　　軽減された保育料、入園料、施設整備費等の全額を補助対象経費とする。

　イ　私立学校被災児童生徒授業等減免事業補助（補助対象見込　16人）
　　　　県内の私立小学校、中学校、高等学校、特別支援学校に在学する被災児童生徒及び保護者の経済的負担を軽減す
　　　るため、学校法人が行う授業料等軽減事業に対して経費を補助する。
　　　　軽減された授業料、入学金、施設整備費等の全額を補助対象経費とする。

　ウ　私立専修・各種学校被災幼児児童生徒授業料等減免事業補助（補助対象見込　42人）
　　　　県内の私立専修学校、各種学校に在学する被災幼児児童生徒及び保護者の経済的負担を軽減するため、学校が行
　　　う授業料等軽減事業に対して経費を補助する。
　（ア）専修学校高等課程

　（イ）専修学校（専門課程及び一般課程）及び各種学校

　　　平成24年度実績　　幼稚園　　　　…88名に対し、総額13,668千円の補助を実施

　　　　軽減された授業料、入学金、施設整備費等の全額を補助対象経費とする。

　　　　学校が軽減した額の2/3を補助し、1/3は学校負担である。
　　　　軽減された授業料、入学金、施設整備費等の2/3を補助対象経費とする。

（２）事業計画
　　　国の被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金を原資とする基金を財源とする、被災した幼児児童生徒への中・長期
　　的な就学支援を行うため、当面、平成26年度までを予定する。

（３）事業効果

(単位：千円)

    料等減免事業補助

　　　　　　　　 　　　 小中高等学校　…6名に対し、総額2,900千円の補助を実施
　　　　　　　　　　　　専修・各種学校…24名に対し、総額7,978千円の補助を実施

分野施策


